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研究成果の概要（和文）： 
環境教育とは，個人が自らの行動の長期的影響を考慮し，理解を深め，合理的な行動を行う

ように変容することを想定しているものと考えられる．しかしながら，新古典派経済学では合

理的な個人を仮定していることから，ここでの個人はそもそも個人の長期的影響を考慮した行

動を行っており，環境教育を施すことによって厚生が上昇することも，行動を変容させること

もないという論理的な矛盾が生じている．そこで，本研究では，実験経済学および行動経済学

において議論されている「自制問題」に着目し，環境問題を現在偏重型選好により生ずる時間

不一致性の問題として捉え，その際の環境教育の効果について検討した． 
 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this paper is clarifying long-term effect which it has on expenditure of 
exhaustible resource by environmental education. Especially, in this paper, process in 
which the individual who has the present-biased preference by environmental education 
changed into rational individual was expressed clearly. Therefore, the model of this paper 
was used the quasi-hyperbolic discount function, and the numerical analysis was 
performed. 
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研究分野：複合領域 
科研費の分科・細目：分科：環境学，細目：環境影響評価・環境政策 
キーワード：環境教育，地球温暖化問題，費用便益分析 
 
１．研究開始当初の背景 

中央環境審議会が平成11年12月に取りま
とめた答申「これからの環境教育・環境学習

: 持続可能な社会をめざして」においては，
多様化・深刻化する環境問題に対応していく
ためには，国民一人ひとりが人間と環境との
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相互作用について理解と認識を深め，環境に
配慮した生活・行動を行っていくことが必要
であり，行政，事業者，民間団体，個人が連
携を図りつつ，幼児から高齢者までのそれぞ
れの年齢層に対して，学校，地域，家庭，職
場，野外活動等の多様な場において，環境教
育・環境学習を総合的に推進することが重要
であると指摘している．すなわち，ここで言
う環境教育(Environmental Education)とは，教
育を施すことによって，個人が自らの行動の
長期的影響を考慮し，理解を深め，合理的な
行動を行うように変容することを想定して
いるものと考えられる． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，地球環境問題を対象として，
財・サービスの消費計画を自制問題として取
り扱うものとする．また，本研究は，環境教
育により個人が自らの将来の行動を理解し，
合理的な行動を行うように変容する過程を
表現するモデルを構築することを第１の目
的とする．また，第２に，個人の枯渇性資源
に対する消費および将来世代に対する意識
に対するアンケート調査を実施し，本研究に
おける理論分析を実証分析に拡張する．その
際，プロトコル分析を行うことにより，如何
なる環境教育の方法およびあり方が有効で
あるかを検討する．さらに，第３に，本研究
で構築した理論の頑強性を検討した上で，よ
り効率的かつ有効な環境教育の在り方に対
する政策提言を行うことを目的とする． 
 
３．研究の方法 
本研究は，「環境教育による持続可能な環

境配慮型行動への変容に関する研究」と題し，
前頁に示したように理論分析，アンケート調
査および政策シミュレーションを含む実証
分析という３パートから構成されている． 
①理論分析 

申請者の従来の研究課題における成果を
踏まえ，行動経済学，実験経済学および社会
調査論に関する調査および研究を整理し，こ
れらの研究分野と経済学的観点からの便益
評価理論の共通点および未だに明らかにさ
れていない理論的課題を整理する．この際，
行動経済学および実験経済学分野で最先端
の研究が進んでいると言われている米国の
大学等での研究成果を重点的に調査する． 
②アンケート調査 

本研究では，現在偏重型選好，すなわち，
個人は遠い将来よりも近い将来を偏重する
傾向を個人の主観的割引率に関するアンケ
ート調査を実施することにより，定量的に明
らかにする．この際，プロトコル分析を行う
ことにより，如何なる環境教育の方法および
あり方が有効であるかを検討する．このこと
により，本研究で構築した理論モデルの適用

可能性を吟味する．調査結果データを用いて，
環境教育と行動変容に関する心理プロセス
モデルとの因果関係を明らかにするために
プロトコル分析を実施する．本研究における
プロトコル分析の手順は，分析可能な文の選
別，命題の抽出，行為命題の抽出の３段階か
らなる．特に，環境ボランティアの経験の有
無や環境に関する情報の理解と認知が行動
変容に与える影響を明らかにする 
③シミュレーション分析 
 アンケート調査結果およびプロトコル分
析結果に基づき，本研究において構築した環
境教育による態度・行動変容を説明し得る態
度・行動変容モデルの構造推定を行う．すな
わち，財・サービスの消費方程式の構造推定
を行う．また，モデルの説明変数の感度分析
および数カ所で実施した事例分析の計測結
果を比較することにより，本研究の実証的有
効性および頑強性を吟味する． 
 
４．研究成果 
本研究では，現在偏重型選好，すなわち，

個人は遠い将来よりも近い将来を偏重する
傾向を個人の主観的割引率に関するアンケ
ート調査を実施することにより，定量的に明
らかにした．この際，プロトコル分析を行う
ことにより，如何なる環境教育の方法および
あり方が有効であるかを検討する．このこと
により，本研究で構築した理論モデルの適用
可能性を吟味することができた． 
本研究では，個人自らの最適計画を自ら変

更してしまうような自己矛盾的行動を，動学
的不整合性の問題として捉え，これまでの標
準的な動学 理論が仮定する割引率一定の
指数関数型の割引関数ではなく，時間の減少
関数である双曲線型割引関数に着目した意
思決定モデルを構築した．一方，本研究では，
自己矛盾的行動を回避する手段として，財・
サービス消費のあり方に対する環境教育を
考え，環境教育により動学的不整合が解消す
るという合理化への態度・行動変容モデルを
構築することができた． 
また，プレ調査を通して吟味した調査票を

用いて，意思決定実験の本調査を実施した．
ここでは，実験者(申請者)と被験者による１
対１の対面調査を行い，個人の生活の中での
環境に対する意識や関心，具体的な行動や体
験，環境に関する情報の理解と認知について
調査する．さらに，市販されているいくつか
の環境教育ビデオ教材等を用いることによ
り，環境配慮型行動へ変容する過程に関する
調査を実施し，以下のような知見を得ること
ができた． 
① 環境教育におけるプロトコル分析 
アンケートの調査結果データを用いて，環

境教育と行動変容に関する心理プロセスモ
デルとの因果関係を明らかにするためにプ



ロトコル分析を実施した．本研究におけるプ
ロトコル分析の手順は，分析可能な文の選別，
命題の抽出，行為命題の抽出の３段階からな
る．特に，環境ボランティアの経験の有無や
環境に関する情報の理解と認知が行動変容
に与える影響が明らかになった． 
② 調査結果の統計解析 
 プロトコル分析結果に基づき，本研究にお
いて構築した環境教育による態度・行動変容
を説明し得る態度・行動変容モデルの構造推
定を行った．その結果，財・サービスの消費
方程式の構造推定を行い，また，モデルの説
明変数の感度分析および数カ所で実施した
事例分析の計測結果を比較することにより，
本研究の実証的有効性および頑強性をしま
した． 
 最後に，得られたパラメータを用いて，長
期の政策シミュレーションを実施した．さら
に，本研究の論点である環境教育が，如何に
環境配慮型行動に変容することに寄与でき
るか，すなわち，環境教育により部分的に洗
練された個人が如何に合理的個人に変容し
得るかを検討することにより，効率的かつ有
効な環境教育のあり方を示した．以上の研究
成果についてヒアリングおよび学会発表を
行い，本研究における態度・行動変容モデル
を修正・拡張するために，更なる統，その結
果をとりまとめ，環境教育を実施する上にお
いて具備すべき点を具体的に提示し，我が国
における環境政策への提言を行った． 
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